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通常国会始まる　　安倍政権の暴走にストップを！！
ｐ安倍首相の施政方針演説にたいする衆参両院での各党の代表質問が始まりました。昨年末の臨時国会で秘密保護法を強行したことに無反省のまま、さらに暴走を加速する安倍政権への怒りが、大きく広がってきました。日本共産党は志位委員長が衆院で、山下書記局長が参院で、秘密保護法や消費税増税問題、原発ゼロ、集団的自衛権行使などで首相の姿勢を質しました。国民の切実な声に根ざし、政治の転換を迫った質問なのに、安倍首相はまともに答えようとしませんでした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍首相は、日本経済の「好循環」実現などと言いますが、４月からの消費税増税など空前の負担増は、暮らしを壊し、日本経済も財政も共倒れにする「悪循環」の引き金を引くことは明らかです。日本共産党は、消費税増税の中止を求め、「経済の好循環」実現のカギを握る三つの賃上げ実現政策を具体的に迫りました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）２７０兆円にのぼる大企業の内部留保の一部の活用を、経済界に正面から　　　　　　ｐｐｐ提起すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）最低賃金の抜本的引き上げと、中小企業への財政支援　　　　　　　　　　（３）雇用ルールの破壊をやめて、人間らしく働ける雇用ルールの強化　　　　　ｐしかしながら安倍首相は、国民の暮らしの現実を見ようともせず、経済の行方にも責任をもとうとしない態度です。　　　　　　　　　　　　　ｐ「原発ゼロ」を求める国民世論にこたえ、停止中の原発をこのまま再稼働せずに廃炉に向かうことが現実的で責任ある態度ではないか、と質しても、安倍首相は「もうやめたとはいかない」と民意に反し、原発に固執しました。　　　　　ｐ秘密保護法廃止を求める地方議会意見書が１００を超える規模に広がっていることを示し、日本共産党が提出予定の秘密保護法廃止法案審議に応じるように求めても、安倍首相は「施行準備をすすめる」と無反省な態度に終始しました。国民に背を向けた態度です。　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍政権は今国会中に憲法解釈を変更し、集団的自衛権行使を容認しようとしています。歴代政権が「できない」とし、自衛隊の海外での戦闘行為に歯止めをかけてきた集団的自衛権行使禁止を投げ捨て､｢海外で戦争する国」に道を開くのかと迫っても、安倍首相は姿勢を改めようとしませんでした。　　　　　　　ｐ靖国参拝などと合わせ、日本とアジアの平和にとって危険な姿は明らかです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍政権の暴走に対決し、打開のための対案を示す野党・日本共産党の役割はいよいよ重要になってきました。国民の声に反し暴走する安倍政権にストップをかけ、政治の転換をはかる、日本共産党と国民の共同を広げることが急がれます。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
桑名市議会当初１０６億円→前回１４１億円→今回１７４．６億円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ｐ２月４日、臨時市議会が行われ、新病院整備事業の事業費や工期等の見直しが決められました。議案は下記の２つでしたが、新病院整備事業の見直しを行い、総工費１４１億円に３３．６億円追加し１７４．６億円とする（工事費８７．６→１２１．２、当初１０６億円、工事費５４．７憶円）。工事費は２．２倍に増額し、完成を２０１６年春に遅らすものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　議案第２号平成２５年度桑名市一般会計補正予算（第６号）病院整備費１７８，４００千円の減額と債務負担行為の平成２７年度から平成２８年度までの変更
議案第３号平成２５年度桑名市地方独立行政法人桑名市総合医療センター施設整備等貸付事業特別会計補正予算（第３号）建設改良費等貸付金・交付金７７５，０８０千円の減額と建設改良費等貸付金の債務負担行為の平成２７年度から平成２８年度までの変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１、実施設計をどうして見直さないのか。（基本構想・基本設計も含めて、場所は南海トラフを考えて本当に海中病院と言われるこの場所寿町で良いのか。）　　　　　　　　　　　　２、今回の事件で設計業者に責任はないのか。騙されたセンター側、市側が悪いのか。増額等の責任は誰が取るのか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３、市場の動向（人手不足や資材の高騰）は分かっていたはず。今回の理由にはならない。事実昨年の５月の全協で特命副市長は入札不調の現状を報告している。　　４、事業者が入札に参加する意欲を喚起するために、工事費を増額し工期を延長する。この様な姿勢で良いのか。まさに「官製談合」ではないか。　　　　　　　　５、エネルギーサービス事業における設備機器・厨房機器・ＭＲＩシールド工事費の追加理由は妥当か。前回総工費から外した理由と今回工事費の中に入れた理由の整合性は。（どさくさにまぎれて総工費の中に入れてしまおうとするのか。）６、出鱈目な病院債の返済計画。センターは今年度赤字になるような事を話しているが、収益表はあてに出来るのか。１００億円売り上げがあると数％（最高時５．２憶円）なら返せると言う根拠は。病院債に対して５０％の返済ルール（交付税措置）があるというが事実はどうなっているのか。　　　　　　　　　　　　７、合併債の全体の使用予定はどうなっているのか。桑名市の借金は何処まで膨らんでいくのか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８、今後、解体費用や工事費以外と言う備品購入等に関わる費用はどうなるのか。９、病院の総工費はいくらになるのか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ等々の疑問は払拭されず、日本共産党は上記の２議案に反対しました。
交付金支援を求める意見書に反対討論　　　　　　　　　　　　　　ｐ補正予算成立後、１５名による議員提出議案「地域医療再生臨時特例交付金の新たな財政支援措置を求める意見書」が提出されました。内容は、地域医療再生臨時特例交付金（今回２８，７億円に積増）について、人件費や建設資材等の高騰分や消費税増税分を考えろと言うものです。日本共産党は反対しました。
【反対討論】この意見書の内容は、地域医療再生臨時特例交付金について、人件費や建設資材等の高騰分や消費税増税分を考えろと言うものだと理解します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　私たちは議員として、政治家の端っくれとして、しなければならないことは、政治・行政の誤り・悪いことを正し、みんなが平等で住みやすい街にすることです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この意見書は、国からの「お金取り合戦」です。確かに意義はそれなりにあるかもしれませんが、今私たちがやらなければならない事は消費税増税にストップをかけることです。４月からの消費税増税ここにも影響が出ているのです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　人件費や建設資材等の高騰は市場（大震災やオリンピック、名古屋駅前開発など）から影響を受けるものかも知れませんが、人件費＝個人の収入は上がっているのでしょうか。安倍政権は物価の上昇を目標にしてインフレ政策を取っています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働者の市場拡大、雇用ルールを守る事、これこそ私たちが求めなければならない・やらなければならない事ではないでしょうか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費税増税ストップと共にこれらがなされれば問題は解決します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従いましてこの国からの「お金取り合戦」の意見書には賛成しかねます。

【生活保護問題】県に要請、市を経由して再審査請求を提出
１月２０日（月）、　「三重県生活と健康を守る会」の人たち（約１５名）と三重県の生活保護担当者（健康福祉部地域福祉課）に生活保護制度の運用について申入れを行いました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

内容と回答は、以下の通りでした。
１、生活保護法の改正に伴う参院での付帯決議の内容を市町に徹底して下さい。
２、生活保護基準の変更に伴う通知について、変更前と変更後の金額がわかるよ　　　　　　　　　　うにして下さい。
３、不服審査請求の取り扱いについて　４、 その他　
(＊)改正の内容については１２月１０日に県の担当者に厚労省より説明があり、１２月２０日に三重県内の福祉事務所の査察員を集めて説明したとのことでした。
(＊)不親切な変更通知については、コンピューターのシステムを変えなければならないのでお金がかかる。ちゃんと前に送ったものを取っておいてくれれば分かると言う冷たい返事でした。　(＊)付帯決議については、県側から「法的拘束力はない」と言うとんでもない言葉が出てきました。　(＊)その他、再審査請求について確認を行いました。
１月２４日（金）、「生活保護基準引き下げに反対」の再審査請求を提出　　　　　

朝８時半、代理人の村田直樹弁護士とともに、桑名市の福祉事務所を訪問し、８人分の「生活保護基準引き下げに反対」の再審査請求書を所長に提出しました。
　「昨年９月に県知事に提出しました『生活保護基準引き下げに反対』の審査請求は過日（１２月２５日付）棄却されました。私たちはこの採決に不服ですので、教示にありますように厚生労働大臣に『生活保護基準引き下げに反対』の再審査請求をしますので、ご手配よろしくお願い致します。」というものです。桑名市の好意で、県のほうへ届けていただき、まとめて国のほうへ提出してもらえることになりました。（後日厚生労働省から受け取りの返事がありました。）
　再審査請求の理由は、「福祉事務所の処分と県知事の裁決の取り消しを求めます。基準の引き下げによって人間らしい暮らしが奪われます。この処分は生活保護法違反です。詳細は、口頭意見陳述で述べさせていただきたい。」と書かれています。
リニア中央新幹線の各地での動き
1、 １月１１日　岐阜県可児市での公聴会（９日）「リニアは文化を壊す」公述人７人全員が変更主張

2、 １月１５日　愛知県の公聴会(１１日)１１人の公述人から懸念や見直しを求める（地下水や電磁波心配）

3、 １月２２日　名古屋市の公聴会（１８日）ＪＲ東海欠席、陳述人７に全員が批判、結局は税金投入では、大量の電力消費・騒音懸念、地下水枯渇

4、 １月２４日　静岡県の公聴会（２１日）１３人が公述、大井川流域の７市の水が消える

5、 １月３０日　岐阜県中津川市坂本「リニアを考える坂本住民の会」発足

巨大コンクリートの駅舎、不安だらけ、自然を残して、電磁波気になる
6、 ２月　２日　長野県環境影響評価技術委員会開催（１月３１日）ＪＲ２０２７年開業に前のめり、工期より環境を　（赤旗しんぶん東海・北陸信越のページから）
１月１３日　神奈川県相模原市で公聴会、１５人の公述人全員が建設反対の意見、騒音、振動、大気汚染など心配

１月２７日　山梨県甲府市で公聴会、１０人の公述人全員から懸念の声

（上の２件は朝日新聞デジタルより）

いずれも３月２５日までに県知事はＪＲ東海に意見書をまとめて出すようです。

桑名においてもこの動きに同調したアクションが必要です。２月１８日（火）には名古屋の労働会館で橋山禮次郎先生の講演が予定されています。是非ご参加を。
【桑名の在宅医療推進の講演会とパネルディスカッション】主催医師会
２月９日（日）午後２時―午後４時２０分　　桑名市民会館　小ホール
講演「超高齢社会と在宅医療」　桑名医師会会長　東　俊策　
コーディネーター　三重県看護協会専務理事　柳川　智子
【市民公開シンポジウム】主催桑名市　　　　　　（ともに敬称略、パネリスト略）
２月２２日（土）午後２時から午後４時くわなメディアライヴ1階多目的ホール
住み慣れた地域で暮らし続けて人生の最期を迎えるために　桑名市における「地域包括ケアシステム」の構築に向けて　コーディネーター桑名市副市長田中謙一
現在桑名市内では２月に上記の２つが企画されています。いずれも桑名市が現在進めていこうとしている「地域包括ケアシステム」を知る上で重要なものです。是非、参加して頂き、これからの桑名の福祉問題を議論しましょう。
Ｎｏ．２０３　　　　２０１４年　２月　　６日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５



























































日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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